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１．日程･参加者等 

■派遣内容   令和 3年度新潟焼山図上訓練 

■派遣日時   令和 3年 11月 19日（金）10時 00分～16時 15分 

■派遣場所   新潟県庁西回廊災害対策本部会議室ほか 

■派遣先事務局 新潟県防災局防災企画課 

■派遣エキスパート 杉本 伸一（火山防災エキスパート、 

雲仙岳災害記念館 館長） 

■参加者    新潟県、糸魚川市など協議会構成機関（約 30名） 

２．派遣先において直面している課題や問題意識 

新潟焼山は、1974 年の水蒸気噴火以降、ごく小規模な水蒸気噴火が数回発生して

おり、活動が活発な活火山の 1つである。 

火山防災協議会は、平成 23 年 12 月に国の防災基本計画が改正されたことを受け、

平成 25 年１月２県（新潟県、長野県）及び国、関係市村、火山専門家、関係機関に

より設立された。その後、活動火山対策特別措置法の改正により、同法の規定に基づ

き法定協議会に移行した。 

協議会では、平成 26年 2月に「新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画」

を策定し、同年に火山防災訓練を実施するなど、火山防災対策を推進してきた。以降

の火山防災対策への取組としては、住民啓発や御嶽山噴火災害を受けた計画の改定を

進めてきた。しかし、平成 26 年以降、協議会としての火山防災訓練は実施されてお

らず、避難計画の確認・習熟の方法に課題が残っている。 

新潟県では、突発的な水蒸気噴火を想定した図上訓練の実施を本年 11 月に検討し

ている。しかし、過去に実施した訓練から時間が経っていることもあり、訓練当時の

ノウハウがなく、訓練の企画を手探りで進めている。 

このため、火山防災エキスパートは、自身の噴火対応やこれまで参加された火山防

災訓練などの経験・教訓、火山防災エキスパート等合同会議での議論などをもとに、

実施すべき訓練項目や効果的な訓練方法、火山防災訓練の在り方などの助言・指導を

行うことが期待されている。  
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３．新潟焼山の概要 

（１）火山の概要 

新潟焼山火山は新潟県西部に位置し、標高 2000m前後の山地を基盤とする比高

約 400mのドーム状の小型成層火山である。新第三紀層(標高約 2000m)を基盤とす

る安山岩・デイサイトの火山で山頂部は溶岩ドーム、北方に溶岩流・火砕流が流

下している。山体の形成は新しく、1773年の噴火でも火砕流を発生。その後の噴

火は水蒸気爆発と推定される。泥流を生じやすい。山頂部には噴気孔がある。 

 

出典：気象庁ホームページ 新潟焼山 概要 
（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/307_Niigata-

Yakeyama/307_index.html） 
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（２）火山活動の履歴 

新潟焼山の活動記録は、以下のとおりである。 

 

＜有史以降の火山活動＞ 

西暦 噴火等の形態 詳細 

▲※887(仁和 3)年 水蒸気噴火→
マグマ噴火 

火砕物降下あるいは火砕サージ → 火砕流 → 溶岩
流。噴火場所は山頂付近？ 

▲989(永延 3)年 マグマ噴火 火砕物降下あるいは火砕サージ、溶岩流。噴火場所は
山頂付近？ 

▲1361(正平 16)年 大規模： 
マグマ噴火 

火砕物降下あるいは火砕サージ → 火砕流 → 溶岩
流。噴火場所は山頂部。崩壊？（大噴火？火砕流？今
のドーム形成？） 
マグマ噴出量は 0.33 DRE km3。（VEI3） 

▲1773(安永 2)年 中規模： 
マグマ噴火 

北方へ火砕流。火砕物降下あるいは火砕サージ → 火
砕流。噴火場所は山頂火口（御鉢）。 
マグマ噴出量は 0.02 DRE km3。（VEI3） 

▲1852～54 
(嘉永 5～安政元)年 

水蒸気噴火 火砕物降下、硫黄流。噴火場所は北西山腹の割れ目火
口。 
1852 年 11月 1日夜噴火、翌年 5月頃まで続く。1854
年にも噴火。噴火地点は北西山腹の割れ目で多くの噴
気孔を生成し多量の硫黄を噴出。活動のピークは 1852
年の噴火であったらしい。 

▲1949(昭和 24)年 水蒸気噴火 2月 5、8日、5月 19日、9月 13日。火砕物降下、泥
流。噴火場所は山頂南西～北東山腹割れ目火口。 
爆発音、北関東に降灰。2月 8日にも噴火、爆発音。 
5 月 19 日噴火：鳴動、爆発音。雪解けに伴い 5 月 14
日から早川変色。 
7 月 30 日泥流：大雨のため泥流となり被害。9 月 13
日噴火。 

▲1962(昭和 37)年 水蒸気噴火 3月 14 日。火砕物降下。降灰。噴火場所は山頂火口。 

▲1963(昭和 38)年 水蒸気噴火 2月 14、15日、3月 19日、7月 10日。火砕物降下。
噴火場所は山頂部。 

▲1974(昭和 49)年 水蒸気噴火 7月 28 日。火砕物降下、泥流。噴火場所は山頂部割れ
目火口群。 
28 日未明に割れ目噴火の水蒸気爆発。降灰域は北東
100km に及ぶ。降灰 65 万トン。泥流流出。噴石のため
山頂付近にキャンプ中の登山者 3名死亡。（VEI1） 

▲1983(昭和 58)年 水蒸気噴火 4 月 14～15 日。火砕物降下。噴火場所は山頂火口西
側。 
焼山中央火口の西寄りの古い噴気孔で、極めて小規模
な水蒸気爆発。山頂付近降灰。 

 

 

 



4 

西暦 噴火等の形態 詳細 

▲1997～98 
(平成 9～10)年 

小規模： 
水蒸気噴火 

火砕物降下。噴火場所は山頂東斜面。 
97 年 10 月 29 日、11 月 8-9、12 日～98 年 2-3 月 30
日。 
山頂付近で噴気活発。1987年 5月、1989年 3～4月に
活発で、灰白色の噴煙や雪面変色も見られた。また、
1997 年 10月以降噴気量が増加し、1997年 10月 29日
以降、1998 年 2 月下旬～3 月 30 日の間に 4 回火山灰
を噴出させる活動があった。（VEI1） 

▲2016(平成 28)年 ごく小規模：水
蒸気噴火 

2015 年 12 月から噴煙量が多くなり、2016 年 4 月、5
月、7 月に山頂東斜面噴気孔付近にて、ごく小規模な
噴火によると考えられる火山灰が確認された。また、
5月から 7月にかけて、火口からの泥水の流出が認め
られた。 

出典：気象庁ホームページ 新潟焼山 有史以降の火山活動 
（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/307_Niigata-

Yakeyama/307_history.html） 

 

（３）現在の活動状況：噴火予報（噴火警戒レベル 1、活火山であることに留意） 

火山活動に特段の変化はなく、静穏に経過している。しかしながら、新潟焼山

はこれまでにも噴煙活動の活発化を繰り返しているため、今後の活動の推移に注

意が必要。 

噴火予報（噴火警戒レベル１、活火山であることに留意）の予報事項に変更は

ない。 

 

①噴気など表面現象の状況 

噴煙活動は低調に経過した。今期間、山頂部東側斜面の噴気孔からの噴煙は、

火口縁上 100ｍ以下で経過した。 

＜新潟焼山山頂部の噴煙の状況 

（左：焼山温泉監視カメラ（5 月 13日）、右：宇棚監視カメラ（5月 10日）＞ 
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②地震や微動の発生状況 

今期間、火山性地震及び火山性微動は観測されていない。 

③地殻変動の状況 

GNSS連続観測では、火山活動によるとみられる変動は認められなかった。 

 
出典：気象庁ホームページ 新潟焼山の火山活動解説資料（令和 3 年 5 月） 

（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-
act_doc/tokyo/21m05/307_21m05.pdff）  
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（４）火山監視・観測体制 

新潟焼山の観測点配置図は以下のとおりである。 

＜新潟焼山 観測点配置図＞ 

出典：気象庁ホームページ 「新潟焼山 観測点配置図（令和 2 年 3 月）更新」 
（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/307_Niigata-

Yakeyama/307_Obs_points.html） 
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＜新潟焼山 観測点一覧表＞ 

 
出典：気象庁ホームページ 「新潟焼山 観測点一覧表（令和 2 年 3 月）更新」 

（（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/307_Niigata-
Yakeyama/307_Obs_points.html） 
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４．火山防災に関する取組 

（１）火山防災協議会 

平成 23年 12月に国の防災基本計画が改正されたことを受け、新潟焼山では、

平成 25年１月 16日に２県（新潟県、長野県）及び国、関係市村、火山専門家、

関係機関により協議会を設立、その後、活動火山対策特別措置法の改正により、

同法の規定に基づき法定協議会を設置した。 

協議会は、国、県、関係市村、関係機関等の連携を確立し、平常時から新潟焼

山の噴火時の総合的な避難対策等に関する検討を共同で行うことにより、火山災

害に対する防災体制の構築を推進するとともに、地域住民等の防災意識の向上に

資することを目的としている。 

また、下部組織として、協議会の行う所掌事務の総合調整を行う「協議会幹事

会」や技術的検討を行う「コアグループ会議」のほか、具体的な避難計画等を検

討する「避難計画検討ワーキンググループ会議」及び噴火時の緊急調査や減災の

ための砂防対応を行う「緊急調査・緊急対応ワーキンググループ会議」の２つの

ワーキンググループ会議を設けている。 

協議会では、平成 26年 2月に「新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計

画」を策定し、同年に火山防災訓練を実施するなど、火山防災対策を推進してき

た。また、2014年御嶽山噴火災害を受けて避難計画の改定を進めてきた。 

＜協議会構成機関一覧表＞ 

区分 機関名 
都道府県 
（第 1号） 

新潟県知事、長野県知事 

市町村 
（第 1号） 

糸魚川市長、妙高市長、小谷村長 

地方気象台等 
（第 2号） 

気象庁地震火山部火山課火山対策官、新潟地方気象台台長、長野地方気
象台台長 

地方整備局 
（第 3号） 

北陸地方整備局、松本砂防事務所所長 

陸上自衛隊 
（第 4号） 

陸上自衛隊第２普通科連隊連隊長、陸上自衛隊第１３普通科連隊連隊長 

警察 
（第 5号） 

新潟県警察本部本部長、長野県警察本部本部長 

消防 
（第 6号） 

糸魚川市消防本部消防長、上越地域消防事務組合消防長、北アルプス広
域消防本部消防長 

火山専門家 
（第 7号） 

京都大学名誉教授石原和弘、新潟大学農学部准教授権田豊、フォッサマ
グナミュージアム館長補佐竹之内耕、富山大学大学院理工学研究部（都
市デザイン学）教授石﨑泰男、新潟大学災害・復興科学研究所教授片岡
香子、新潟大学大学院自然科学研究科准教授高橋俊郎 

その他 
（第 8号） 

東日本高速道路株式会社、新潟支社支社長、西日本旅客鉄道株式会社、
金沢支社支社長、えちごトキめき鉄道株式会社社長、東日本電信電話株
式会社、新潟支店支店長 
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（２）噴火シナリオ 

新潟焼山の噴火シナリオは、以下の図のとおりとなっている。 

＜新潟焼山噴火シナリオ＞ 

出典：新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画 
（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/bosaikikaku/niigatayakeyama-hunnkakeikailevel-

hinankeikaku-hunkascenario.html）  



10 

（３）噴火警戒レベルの運用 

気象庁が運用している「噴火警戒レベル」について、新潟焼山では、平成 23年

3月から運用を開始、令和 3年 2月に改定をしている。また、改定に合わせ、判

定基準及びその解説についても、気象庁ホームページで公表している。 

新潟焼山では、運用開始以降、現在まで噴火警戒レベル 1【活火山であること

に留意】が継続されている。 
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出典：気象庁ホームページ 「新潟焼山の噴火警戒レベル」

（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_307.pdf） 
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（４）火山防災マップ 

新潟焼山では、平成 15年に「焼山防災ハンドブック（糸魚川市）」を作成し、

住民への啓発が行われてきた。 

その後、平成 27年 3月作成、平成 28年 6月に更新され、融雪型火山泥流の影

響範囲と避難計画で定めた避難経路等を示した「新潟焼山火山防災マップ」が公

表されている。 

 

＜新潟焼山火山防災マップ＞ 

出典：糸魚川市ホームページ 
（https://www.city.itoigawa.lg.jp/dd.aspx?menuid=3494） 
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（５）新潟焼山火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定 

平成 19年度に国土交通省から「火山噴火緊急減災対策砂防計画ガイドライン」

が示され、新潟焼山を含む全国 29活火山が減災計画を策定する火山として選定さ

れた。 

新潟焼山では、平成 20年度から学識経験者、地元自治体の首長、関係行政部局

で構成された「新潟焼山火山噴火緊急減災対策砂防計画委員会」を設置し検討が

進められ、平成 24年に計画が承認された。 

その後、計画策定から 5年以上が経過していることから計画の見直しが行わ

れ、平成 30年 3月に新たな計画として作成された。 

「新潟焼山火山噴火緊急減災対策砂防計画」は、規模や発生時期の特定の予測

が難しい火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、ハード対策とソフト対策か

らなる緊急対策を迅速かつ効果的に実施し、被害をできる限り軽減（減災）する

ことを目的としている。計画では、想定される噴火シナリオやシミュレーション

等からなる被害想定などをもとに、緊急ハード対策や緊急ソフト対策、火山噴火

時の緊急調査といった噴火時等の砂防の対応や、平常時から取り組むべき資材の

備蓄、火山防災に関する啓発など、幅広い防災対策についてまとめられている。 
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（６）新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画 

新潟焼山では、平成 25年に協議会を設立後、平成 26年 2月に「新潟焼山の噴

火が活発化した場合の避難計画」を策定した。その後、平成 26年 9月に発生した

御嶽山噴火災害の教訓を踏まえ、令和 3年 2月に避難計画を改定した。 

この避難計画では、火山災害の想定、防災体制、噴火時における避難対応、今

後の防災力強化に向けた取組などが記載されている。 

 

＜新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画＞ 
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出典：新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画 
（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/bosaikikaku/niigatayakeyama-hunnkakeikailevel-

hinankeikaku-hunkascenario.html） 
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（７）火山防災訓練 

平成 26年 10月 29日に、糸魚川市防災センター（消防本部）において、新潟焼

山火山防災協議会が主催の図上訓練を実施した。 

この訓練には、火山の専門家のほか、内閣府、自衛隊、気象庁、国土交通省な

どの関係機関及び関係自治体が参加し、火山活動の活発化に伴い気象庁から発表

される「噴火警戒レベル」の状況に応じて、関係機関と関係市村の状況認識の共

有や、各段階における実施する防災対策の適否などについて検討が行われた。 

訓練実施直前に、御嶽山の噴火が発生したことを踏まえ、噴火警戒レベル１

（活火山であることに留意）からの火山活動の進展をシナリオに組み込むなど、

よりリアルなイメージを持ちながらの訓練を行った。 

＜訓練の様子＞ 

出典：糸魚川市ホームページ 
（https://www.city.itoigawa.lg.jp/item/16350.htm） 
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（８）火山防災に関する啓発活動 

①新潟焼山火山防災講演会（H26.7.27） 

登山中の大学生 3名がなくなった昭和 49年の新潟焼山噴火から 40周年の節目

であることから、火山防災に関する意識啓発活動の一環として、平成 26年７月

27 日に糸魚川市の「ビーチホールまがたま」において新潟焼山火山防災講演会が

開催された。基調講演として、石原和弘氏（京都大学 名誉教授/火山噴火予知連

絡会 副会長）より「火山の脅威から身を守る ～火山の監視、ハザードマップ

と避難～」という演題で講演が行われた。また同講演会では、「新潟焼山の活動が

活発化した時の避難について考える」と題したパネルディスカッションも開催さ

れた。 

 

＜講演会の様子＞ 

出典：内閣府火山防災エキスパート制度「平成 27 年 08 月 09 日新潟焼山（火山防災講演会）へ
の派遣 派遣に係る参考資料より 

（http://www.bousai.go.jp/kazan/expert/pdf/150809siryo.pdf） 

 

②新潟焼山火山防災講演会（H27.8.9） 

平成 27年 8月 9日に、妙高市役所で開催された「新潟焼山火山防災講演会」で

は、火山防災エキスパートの杉本委員による「噴火災害の教訓と日頃の取組」、火

山災害対応経験者の横山委員による「新燃岳噴火における対応とその教訓」と題

した２つの講話が行われた。 
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＜講演の様子＞ 

出典：内閣府火山防災エキスパート制度「平成 27 年 08 月 09 日新潟焼山（火山防災講演会）へ
の派遣活動報告より 

（http://www.bousai.go.jp/kazan/expert/pdf/150809katsudo.pdf） 
 

（９）糸魚川ジオパーク 

糸魚川ジオパークは、糸魚川市内の糸魚川-静岡構造線やフォッサマグナ、ヒス

イの産出地、山間地など、地質や地形にまつわる観光地や旧跡などを総称したも

のである。新潟焼山も山間地によるジオサイトで、火山活動により形成された山

地として紹介されている。また、2009 年にユネスコが支援する「世界ジオパー

ク」として認定された。 

＜ジオサイト紹介パンフレット＞ 

出典：糸魚川ジオパーク協議会ホームページ 
（https://geo-itoigawa.com/igp/panf/dl.html） 
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（１０）条例による登山届の義務化 

新潟県では、登山者による事前準備の徹底及び火山災害による遭難の防止を図

ることを目的に、「新潟焼山における火山災害による遭難防止に関する条例」を平

成 27年 6月から施行している。 

この条例により、新潟焼山の活火山地区（山頂から半径 2㎞）へ登山する場合

は、知事への届け出が義務づけられている。 

＜新潟焼山における火山災害による遭難の防止に関する条例 リーフレット＞ 

出典：新潟県ホームページ 
（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/bosaikikaku/yakeyama.html） 
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